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平成２８年１２月１９日

中国電力株式会社

島根原子力発電所２号機

新規制基準への適合性審査の状況について

資料１－１



1審査の全体像

 平成２５年１２月２５日，島根２号機の新規制基準への適合性確認を申請。
平成２８年１１月３０日までに，８１回の審査会合が開催されている。

 審査される分野は，大きく①地震・地盤・津波関係といった外部要因に関する
ものと②プラント関係の２分野に分かれる。

 事前にヒアリングを実施し，その後，審査会合が公開の場で開催されている。

①

②-２

ポイント

新たに設置・配備した対
策は有効か？

自然現象などの評価・対
策は適切か？

基準地震動は適切か？

②-１
新設・強化された項目（火
災防護，内部溢水等）な
どの評価・対策は適切
か？
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審査状況

① 地震・地盤・津波関係



3審査の流れ（①地震・地盤・津波関係）

地下構造評価

震源を特定して策定
する地震動評価
※敷地周辺陸域，海域

活断層評価

震源を特定せず策
定する地震動評価
※北海道留萌支庁南部地震，

鳥取県西部地震

基準地震動の決定

審 査

工事計画認可申請書へ反映

 敷地内の地下構造評価，震源を特定して策定する地震動および震源を特定せ
ず策定する地震動をそれぞれ評価・審査された上で，基準地震動が決定され
る。基準地震動が決まれば，設備の詳細設計（工事計画認可申請）に反映。
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主要な審査項目 審査状況

地

震

関

係

地 震

敷地及び敷地周辺の地下構造 実施済

震源を特定して策定する地震動 実施中

震源を特定せず策定する地震動 実施済

基準地震動 未実施

耐震設計方針 実施中

敷地の地質・地質構造 実施済

地盤・斜面の安定性 未実施

津 波

基準津波 未実施

耐津波設計方針 未実施

主要項目の審査状況（①地震・地盤・津波関係）
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審査状況

② プラント関係



6審査の流れ（プラント関係 ②－１設計基準事故対策）

 プラント関係の審査は，大きく「設計基準事故対策（事故を起こさない対策）」と
「重大事故対策（事故が起こった場合の対策）」に分別される。

 「設計基準事故対策」は，従来の基準から強化された項目及び新たに新設され
た自然現象といった外部要因に対する影響評価・対策について審査される。
代表例： 火災防護対策の強化

火山（影響評価，対策），竜巻（影響評価，対策）
内部溢水

新たな設計基準
事故対策

強化された項目
（静的機器の単一故障など）

火山，竜巻，火災

ー ＝

設備の性能など

火山，竜巻，火災

審 査

従来の設計基準
事故対策

内部溢水

内部溢水

強化された項目
（静的機器の単一故障など）

設備の性能など



7審査の流れ（プラント関係 ②－２重大事故対策）

 「重大事故対策」は，主に福島第一の事故後に新たに配備・設置した設備や手
順が有効に機能するかが審査される。

代表例： 送水車，高圧発電機車などの可搬型設備
フィルタ付ベント設備
緊急時対策所

特有な事故シー
ケンスを抽出

②－２重大事故対策設備

（フィルタ付ベント設備等）

確率論的リスク
評価

（内部事象）

確率論的リスク
評価

（外部事象）

事故シーケンス
評価 有効性評価

重大事故対策を
考慮しての評価

重大事故対策を
考慮せず評価

基準適合



8主要項目の審査状況（②プラント関係）

主要な審査項目 審査状況

プ
ラ
ン
ト
関
係

重大事故対策

確率論的リスク評価 実施中

事故シーケンスの選定 実施中

有効性評価 実施中

解析コード 実施中

中央制御室 実施中

緊急時対策所 実施中

フィルタ付ベント設備 実施中

水素爆発防止対策 実施中

設計基準
事故対策

内部溢水 実施中

火災 実施中

竜巻 実施中

火山 実施中

外部事象 実施中

静的機器の単一故障 実施中

保安電源設備 未実施

誤操作防止，安全避難通路，安全保護回路 実施中

原子炉冷却材圧力バウンダリ 実施中

通信連絡設備 実施中

監視測定設備 実施中

共用設備 実施中
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開催年月日 議 題

76回目 平成２８年 ５月２６日
地震による損傷の防止について

（施設の耐震重要度分類の変更）

77回目 平成２８年 ７月１２日
施設の耐震重要度分類の変更

重大事故対策の有効性評価（コメント回答）

78回目 平成２８年 ８月２５日 重大事故対策の有効性評価（コメント回答）

79回目 平成２８年 ９月１５日 重体事故対策の有効性評価（コメント回答）

80回目 平成２８年１１月１１日 震源を特定して策定する地震動

81回目 平成２８年１１月１７日 今後の審査の進め方（耐震設計の論点）

前回顧問会議（H28.5.16)以降の審査状況

 前回の顧問会議以降，１１月３０日までに，島根２号機の審査において主要な
論点である「施設の耐震重要度分類の変更」や，「重大事故対策の有効性評
価」，活断層評価結果を踏まえた「震源を特定して策定する地震動」に関する審
査会合など計６回の審査会合が開催されている。
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震源を特定して策定する地震動

に関する審査状況



11基準地震動の策定フロー

敷地ごとに震源を特定して策定する
地震動

検討用地震の選定

敷地周辺の活断層および地震の発生
状況から複数の検討用地震を選定

地震動評価
（断層モデル・応答スペクトル）

震源を特定せず策定する地震動

敷地近傍における詳細な調査の結果に
かかわらず，全ての原子力サイトにおい
て共通的に考慮すべき地震動として評価

検討対象地震の選定

岩盤位置での観測記録

○ 敷地の解放基盤表面に設定
○ 水平方向および鉛直方向の地震動として設定

基準地震動Ｓｓ策定

地下構造評価

不確かさ考慮

（審査済）

（審査済）

（審査中）
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 断層モデルを用いた手法は，断層を面として捉え，それを細かく分割し，それぞれの領域
から発生する地震（要素地震）の波を合成することで，発電所敷地における揺れを評価。
（震源の面的な拡がりを考慮する手法）

【参考】断層モデルを用いた手法による地震動評価
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 応答スペクトルによる手法は，地震のマグニチュードと震源距離等に基づき，発電所敷地
における揺れを評価。（震源を点と仮定して評価する経験的手法）

震源

発電所敷地

【参考】応答スペクトルに基づく地震動評価



14震源を特定して策定する地震動の検討概要（１）

活断層の分布状況調査等

敷地周辺の考慮する主な活断層としては

陸域：敷地から３０ｋｍ程度の範囲に宍道断層および大社衝上断層があり，
敷地から約１５０ｋｍ程度の位置に山崎断層系がある

海域：連動を考慮したＦ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層および鳥取沖西部断層
＋鳥取沖東部断層，それら以外に大田沖断層及びＦ５７断層がある

 2000年 鳥取県西部地震の観測記録
や地下構造調査結果等にもとづき，
地震発生層（深さ，厚さ）を設定

敷地周辺の地震発生状況や活断層
の分布状況を踏まえ，敷地へ及ぼす
影響が大きいと想定される地震を
検討用地震として選定
①宍道断層による地震

②Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層
による地震

検討用地震の選定等

「[新編]日本の活断層」に加筆修正



15震源を特定して策定する地震動の検討概要（２）

基本震源モデルの設定

【宍道断層による地震】

地質調査結果等に基づき，基本震源モデルの断層長さは女島（西端）から下宇部
尾東（東端）までの２５ｋｍに設定

【Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震】
地質調査結果等に基づき，基本震源モデルの断層長さはＦ-Ⅲ断層，Ｆ-Ⅳ断層お
よびＦ-Ⅴ断層の連動を考慮し，４８ｋｍに設定

 不確かさを考慮したケースを設定
（破壊開始点，破壊伝播速度，断層傾斜角，アスペリティ，短周期レベルの不確かさ等）

 検討用地震の地震動評価を実施
（断層モデルを用いた手法による評価，応答スペクトルにもとづく評価）

地震動評価

 当社は， 先行プラントの審査状況を踏まえ， 地震動評価上考慮する不確かさをより広
範に取り込むとともに，宍道断層の評価長さを２２ｋｍから２５ｋｍに見直したこと等を

踏まえた検討を進めており，現在，不確かさを考慮したケースの設定等について審査
が進められています。


